
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シフト制により就業する労働者の適切な雇用管理を行うための留意事項を公表（厚労省） 

つちはし事務所通信 
〒770-0815  徳島市助任橋 3-3-1 田村ビル 

TEL 088-611 発行：つちはし社会保険労務士事務所 

TEL 088-611-5558   FAX  088-611-5580 
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「シフト制」で働く労働者の雇用管理を行うにあたり、使用者が現行の労働関係法令等に照らして留意すべき事項を一
覧性をもって示した「いわゆる『シフト制』により就業する労働者の適切な雇用管理を行うための留意事項」が厚生労働
省から公表されました。使用者向けのリーフレットも公表されましたが、これには「シフト制労働契約簡易チェックリス
ト」も掲載されています。そのチェックリストを紹介します。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・シフト制労働契約簡易チェックリスト・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

★ チ ェ ッ ク を
入 れ ら れ な い
事項があれば、
労 働 基 準 法 等
に 違 反 し て い
る 可 能 性 が あ
ります。 
そ の 対 応 に つ
いては、留意事
項 に 沿 っ て 行
う と よ い で し
ょう。不明な点
などがあれば、
気 軽 に お 声 掛
けください。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年３月分からの協会けんぽの保険料率が決定 

１ 一般保険料率〔都道府県単位保険料率〕すべての都道府県で変更（引き下げが 18 都道府県、引き上げが 29 県） 

中小企業の従業員の方を中心とした健康保険を取り仕切る全国健康保険協会は、基本的に、毎年１回、３月分

（４月納付分〈補足〉）から適用される保険料率の見直しを行います。令和４年３月分から適用される保険料率

は、次のように決定されました。 
〈補足〉企業が納付する健康保険の保険料の納付期限は翌月末日であるため、３月分は４月納付分 
 

★給与計算ソフトをお使いの場合には設定に注意しましょう。確認したいことなど、気軽にお声掛けください。 

２ 介護保険料率〔全国一律／40歳以上 65歳未満の方について、１に加えて負担・納付〕 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・令和４年３月分からの協会けんぽの保険料率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

あとがき◆つちはし事務所より 

★３月から健康保険料率が現行の 102.9/1000 から 104.3/1000 に、介護保険料率が現行の

18.0/1000 から 16.4/1000 に変更となっています。社会保険料を当月控除している事業所は、今

月から保険料が変更になります。給与計算の際はご注意下さい。 

★まだ正式には決定していませんが、雇用保険料率も 4 月から引き上げの予定です。ただし、4 月に引き

上げられるのは事業主負担分のみ、10 月からは労働者負担分も引き上げになる予定ですので、給与計

算に影響するのは 10 月からとなります。 

★雇用調整助成金の特例措置と新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の特例措置について、

厚生労働省は新型コロナの影響が続いているとして、今年 6 月末まで延長することを決めました。具体

的には直近 3 か月の月平均の売り上げが 3 年前までのいずれかの年と比べて、30％以上減少した企業

等には一日当たりの上限額を 1 万 5000 円に、助成率を大企業と中小企業いずれも最大 100％に引き

上げています。それ以外の企業についても助成率を中小企業は最大 90％、大企業は最大 75％に 

引き上げています。特例措置の期限は 3 月末までとなっていましたが、新型コロナ 

の影響が続いているとして、今年 6 月末まで延長することを決めました。 

7 月以降については 5 月末までに決定の予定です。 

令和４年度雇用保険料率が２段階引き上げ（予定） 

労災保険料率、厚生年金保険料率、子ども・子育て拠出金は変更なし 

 令和 4 年度（2022 年度）は労災保険料率（最低→その他の業種などの 0.25％、最高→金属鉱業などの 0.88％）、

厚生年金料率(18.30％)、子ども・子育て拠出金率（0.36％）は令和 3年の率を据え置きとなりました。 

雇用保険では新型コロナウイルス感染症が拡大し、過去に例のない大幅な雇用調整助成金の拡充措置等が行われ

た結果、支出が保険料収入を大幅に上回り、その補填のために雇用安定資金残高や積立金が枯渇しました。雇用保

険財政の立て直しを図るため雇用保険料率の２段階引き上げの法案が国会へ提出されています。第１弾は令和 4年

4 月からの変更になりますが、給与計算時の労働者負担率の変更は令和 4年 10 月からになる予定です。 

徳島県 １０.４３％ 香川県 １０．３４％ 愛媛県 １０.２６％ 高知県 １０．３０％ 

 令和 4 年 4 月～9 月 令和 4 年 10 月 
 

労働者負担率 事業主負担率 
①+②  

雇用保険料率 
労働者負担率 事業主負担率 

①+②  

雇用保険料率 

一般 ０．３％ ０．６５％ ０．９５％ ０．５％ ０．８５％ １．３５％ 

農林水産・清酒製造 ０．４％ ０．７５％ １．１５％ ０．６％ ０．９５％ １．５５％ 

建設 ０．４％ ０．８５％ １．２５％ ０．６％ １．０５％ １．６５％ 

 

全国一律 １.６４％（１.８０％から引き下げ） 


